
（様式１号）

（宛て先）新潟市長

住　所

氏　名

電話

Fax

E-mail

記

２．添付書類

(1) 会社及び申請者（創業者）概要（様式2号）

(2) 事業計画書（様式3号）

(3) 事業実施スケジュール（様式4号）

(4) 事業収支計画（様式5号）

(5) 経営状況（様式6号）

(6) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書及び名簿（様式7号）

(7) 事業者の規約・定款及び構成員名簿

(8) 出店先の周辺見取図，活用する空き店舗の建物平面図（任意書式）

(9) 納税証明書（新潟市制度用）

(10) 決算書（直近3年分）

(11) 販売計画・店舗損益計画内訳表（3年度分）（任意書式）

　※以下の書類は，該当者のみ追加提出すること。

(12) 出店先商店街における商店街団体の賛同を示す書面（任意書式）

(13) 特定創業支援事業により支援を受けたことの証明書

(14) ＵＩＪターンを証明する書類（住民票の写し）

令和５年度　新潟市創業サポート事業（店舗）　応募申請書

【　第二創業　】

　　年　　月　　日

１．店舗名：

申請者

　新潟市創業サポート事業（店舗）について，下記添付書類を添えて申請します。



（様式２号）

１．会社（店舗）概要

２．申請者（創業者）概要

３．第二創業をする（業態転換等による事業展開）動機

事業承継日
又は

承継予定日

会社名
（個人事業主の場
合は店舗名）

会社（店舗）及び申請者（創業者）概要

代表者の
役職及び氏名

本社（本店）
所在地

設立年月日

従業員数

業種及び
主要事業内容

資本金（千円）

氏名及び役職

住所

連絡先

習得してきた
資格・技能等



４．既存店舗等

既存店舗における
これまでの業績
※店舗ごと

既存店舗の現状
※店舗ごと

既存店舗数



（様式３号）

１．基本概要

２．事業計画

事業着手日 営業開始日
事業着手※

・営業開始予定日

営業日・営業時間

事業の概要

事業計画

店舗名

日本標準産業分類
に定める業種

☐小売業　☐飲食サービス業　☐生活関連サービス業
　（細分類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業実施場所 　新潟市　　区

外注先

事業実施に伴う
雇用人数

協力機関・企業

※事業着手日とは，賃貸借契約の締結日，法人登記の実施日，新店舗における営業開始日のいずれか早い
日です。

具体的な事業の内容
（取扱商品・サービス

等）

来客・売上目標

取引先等

仕入先



３．人員体制・事業実施体制

４．補助制度活用予定

デジタル技術の活用

近隣店舗との連携

併用する他の補助制度
※今後の予定を含む

地域・商店街との連携



（様式４号）

年月

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

令和6年

事業スケジュール及び工程表

【説明】

令和5年



（様式５号）

(1)必要資金及び資金調達方法（店舗に係る初期経費） （単位：千円）

(2)店舗損益計画（店舗のランニングコスト）（単位：千円）

事業収支計画

必要資金 金額 調達方法 金額

設
備
資
金

自己資金

補助金

借入金

　元金　　　円（年利　％）

積算根拠・説明等

合　計 0 合　計 0

開
業
資
金

1年目 2年目 3年目

売上高(a)

仕入原価(b)

売上総利益(c=a-b)

賃借料

人件費

その他

支払利息

営業利益(e=c-d)

減価償却費

差引(e+f)

販売費計(d)

来店客数計画(人)

市補助金(f)



（様式６号）

１．貸借対照表 （単位：円）

第　　　期 第　　　期 第　　　期

年　月　日～年　月　日 年　月　日～年　月　日 年　月　日～年　月　日

資産の部合計 0 0 0

流動資産 0 0 0

現金・預金

受取手形・売掛金

棚卸資産

その他流動資産

固定資産 0 0 0

有形固定資産

その他固定資産

繰延資産

負債の部合計 0 0 0

流動負債 0 0 0

支払手形・買掛金

短期借入金

その他流動負債

固定負債 0 0 0

長期借入金

その他固定負債

純資産の部合計 0 0 0

資本金

準備金

剰余金

（うち当期純損益）

負債の部及び純資産の部合計 0 0 0

（２）損益計算書 （単位：千円）

第　　　期 第　　　期 第　　　期

売上高（営業収益）

仕入原価

売上総利益 0 0 0

0 0 0

販管費

（うち人件費※1）

（うち減価償却費）

0 0 0

0 0 0

※従業員数には，パート，アルバイト（８時間換算）も含みます。

税引き前当期純損益

当期純損益

※1:人件費には，パート，アルバイトの人件費も含む。また、法定福利費、厚生費等も人件費に含めてください。
※2：支払利息は、申請者の決算書に従って営業費用欄又は営業外損益欄のいずれかに算入してください。

【参考】従業員数（人）

経
常
損
益

営
業
損
益

営業費用

　（支払利息※2）

営業利益

営業外損益

（支払利息※2）

経常利益

経営状況

資
産
の
部

負
債
の
部

純
資
産
の
部



※貸借対照表及び損益計算書より自動計算

第　　　期 第　　　期 第　　　期

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流動比率 流動資産

流動負債

自己資本比率 純資産

純資産＋負債

金融費用対
売上高比率

支払利息

売上高

当座比率 現金預金+受取手形+売掛金

流動負債

経営指標

売上高経常利益率 経常利益

売上高



（様式７号）

１　私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

　　年　　月　　日

宛先　新潟市長

申請団体名

事務所所在地

代表者氏名

　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの

　自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第
三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用しているもの

　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積
極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与しているもの

　その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの

２　新潟市暴力団排除条例の主旨に基づき別紙名簿を提出します。名簿に記載されたすべ
ての者は，暴力団員等であるか否かの確認のため，新潟県警察本部に対してこの名簿によ
る照会が行われる場合があることに同意しております。なお，名簿記載内容は事実と相違
ありません。

暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書

　私（当法人・当団体）は，新潟市補助金等交付規則及び新潟市創業サポート事業費（店
舗）補助金交付要綱の規定に基づく補助金交付の申請を行うに当たり，下記の事項につい
て誓約します。

記

　暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成24年新潟市条例第61号）第２条第２号に規定
する暴力団をいう。以下同じ。）

　暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同
じ。）

　役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同
等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代表者，理事その他これら
と同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの



　　（６）事業者の構成員名簿及び定款又はこれに準ずるもの

　　（７）活用する空き店舗の付近見取図、建物平面図年号 年 月 日

　　（８）商店街団体以外が申請者となる場合は、商店街団体の賛同を示す書面

　　（９）店舗の改装を行う場合は、改装費に関する２社以上の見積書

名称

事務局
所在地

役 職 名
※

氏名(ｶﾅ)
氏と名を１文字空ける

※

氏名(漢字)
氏と名を１文字空ける

※  生年月日
年号ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ
明治－M
大正－T
昭和－S
平成－H

※

性別
ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ
男－M
女－F

※

住　　　　所

名簿（役員等の一覧表）

【記載方法】
① 申請店舗又は団体の役員等について，役職，氏名，カナ，生年月日，性別，住所を記載してく
ださい。
② 生年月日の記載について，年号の欄には，明治＝Ｍ，大正＝Ｔ，昭和＝Ｓ，平成＝Ｈのいずれ
かを記載してください。
③ 性別の記載について，男性＝Ｍ，女性＝Ｆのいずれかを記載してください。
④ 同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。

ﾌﾘｶﾞﾅ



【  　　　年度】

①販売計画

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

　営業日数

平　日

土日祝日

　来店客数

平　日

土日祝日

　売　上

平　日

土日祝日

②店舗損益計画（内訳）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

家　賃

消耗品費

雑費

売上総利益

経費合計

営業利益

仕入原価

通信費

広告宣伝費

売上高

人件費（従業員）

人件費（パート）

支払利息

減価償却費

光熱水費


